
 

 
平成 21（2009）年 7 月 2 日 

      
 
 
 

平成 21 年度独立行政法人都市再生機構事業評価 

監視委員会の開催等について 

 
 
 
 

  独立行政法人都市再生機構では、平成 21 年 6 月 23 日に平成 21 年度第 1回 

事業評価監視委員会を開催しましたので、その開催概要等についてお知らせ 

いたします。 

 
 
 
 
 
 

お問い合わせは下記へお願いします。 

【事業評価について】 
本社  業務企画部 事業監理室 

     （電話） ０４５－６５０－０３８４ 
 
【事業実施基準適合検証について】 

本社  業務企画部 都市再生推進第１チーム 
（電話）０４５－６５０－０４６５ 

 
本社  ｶｽﾀﾏｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室 報道担当 

     （電話） ０４５－６５０－０８８７ 

 
 
 
 
 



平成 21 年度独立行政法人都市再生機構事業評価監視委員会の開催等について 
 

 

１．平成 21 年度第 1回事業評価監視委員会の開催概要 

 

(1) 開催日等 

  ① 日  時：平成 21 年 6 月 23 日（火） 10:00～12:00 

  ② 開催場所：独立行政法人都市再生機構 新宿ｱｲﾗﾝﾄﾞﾀﾜｰ 15 階大会議室 
 
(2) 事業評価監視委員会委員 

・井  上    繁         （常磐大学コミュニティ振興学部長） 
・岩 沙 弘 道         （三井不動産株式会社社長） 
・岸 井 隆 幸         （日本大学理工学部教授） 
・黒  川  洸（委員長代理）  （東京工業大学名誉教授） 
・定 行 まり子         （日本女子大学家政学部教授） 
・杉 浦   浩         （株式会社セントラルプラザ代表取締役社長） 
・高橋 潤二郎（委員長代理）  （慶應義塾大学名誉教授） 
・  和 夫（委員長）    （京都大学名誉教授） 
・奈 良 道 博         （弁護士） 

 

なお、井上委員、岸井委員及び高橋委員は欠席。 

 

(3) 議事 

① 本委員会の審議内容等について 
② 審議事項の説明 

・ 都市再生緊急支援事業における都市再生事業実施にかかる基準＜細則＞の附則への 
付記について…【別紙１】のとおり 

・ 事後評価対象地区の抽出について 
③ 審議 
④ 都市再生事業実施基準の適合検証結果について…【別紙２】のとおり 
・ 審議 
・ 意見具申 

 

(4) 議事概要 

① 本委員会の審議内容等について 
  今回の審議事項の概要について説明を行った。 

 



② 審議事項の説明 
・ 都市再生緊急支援事業における都市再生事業実施にかかる基準＜細則＞の附則への 

付記について 
平成２１年度１次補正予算において「大規模都市再生プロジェクトや地方の優良な

都市開発事業等の支援（都市再生機構や民間都市開発推進機構の活用）」が決定された

ことを受け、都市機構がこれらについて確実に取り組むために、平成２３年度末まで

に限り基準の運用を見直したことを、【別紙１】のとおり、基準細則の附則に付記する

ことについて、都市機構から説明し、委員会の了承を得た。 
 

・ 事後評価実施事業の抽出について 
     今年度の事後評価実施事業の対象 59 件のうち、事後評価実施事業の候補として提案

する 2 事業について、都市機構から説明し、機構提案どおり、以下の地区が了承され

た。 

 

地 区 名 事業手法等 所 在 地 

千種駅南
ちくさえきみなみ

市街地再開発事業 名古屋市中区 

二子玉川
ふたこたまがわ

建替事業 東京都世田谷区 

 
③ 都市再生事業実施基準の適合検証結果について 
  都市再生事業実施基準の適合検証対象事業 3 件に関して、事業の実施概要等及び適合

検証結果について、都市機構から説明した。 
 
④ 都市再生事業実施基準の適合検証に係る審議及び意見具申（審議結果） 
  上記の説明が行われたのち、【別紙２】のとおり、検証結果に係る意見具申があった。 
 
 
 

２．事業評価監視委員会提出資料等の公開 

平成 21 年 7 月中旬を目途に都市機構支社等にて閲覧に付す。 

 

                                   以 上 

 



【 別 紙 １ 】 

都市再生事業実施にかかる基準＜細則＞の附則への付記について 

 

 

平成２１年度１次補正予算において「大規模都市再生プロジェクトや地方の優良な都市開

発事業等の支援（都市再生機構や民間都市開発推進機構の活用）」が決定されたことを受け、

下記の通り基準＜細則＞の附則へ下記の条項を付記することとする。 

 

 

記 

 

基準＜細則＞附則（案） 

 第１条 （略） 

  （都市再生の緊急支援） 

 第２条 平成 23 年度末までの間に限り、国又は地方公共団体によるまちづくりに関する計

画に位置付けられ、かつ、民間事業者による事業実施が停滞している地区については、

第１条第１項第二号にいう民間のみでは実施困難な要因を有している場合に該当する

ものとして扱い、機構が当該事業の土地等を取得し、集約化や公共施設整備等を行っ

た上で、民間事業者に敷地を供給する。 

 

 

 

【参考：基準＜細則＞第１条第１項第二号（抜粋）】 
 

第１条 

一 以下に掲げる事業のいずれかに該当し、公の政策目的に資するものと認められること。 

 イ 都市再生プロジェクト等として実施される事業。 

 ロ 低未利用地の土地利用転換による都市機能高度化、既成市街地における生活、交流、経済拠
点の形成を図る事業。 

 ハ 地方都市等の中心市街地おけるに賑わい創出やまちなか居住推進等を図る事業。 

 二 防災性の向上や環境改善を図る事業。 

 ホ その他前各号の事業と同等に公の政策目的に資するものと認められる事業。 

二 以下に掲げる事項のいずれかに該当することにより、民間のみでは実施困難な要因を有している
と認められること。 

 イ 民間事業者のみで負うには事業に内在するリスクが高いと見込まれること。 

 ロ 民間事業者のみでは適正な収益が得られないと見込まれること。 

 ハ 中立性や公平性が求められること。 

 二 公的機関としての公共性を求められること。 

 ホ 機構が有する施行権能に基づき事業を行うことが合理的であると見込まれること。 

 

以 上 



 
【参考（改正後基準細則）】 

 
独立行政法人都市再生機構の都市再生事業実施に係る基準細則 

 

 
（政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因） 

第１条 独立行政法人都市再生機構の都市再生事業実施に係る基準（以下「基準」とい

う。）第３条第１号及び第２号に掲げる事項に係る基準第５条に規定する検証を行う

場合には、次の各号に掲げるものを確認するものとする。 
 一 都市再生事業が、次に掲げる事業のいずれかに該当することにより、基準第１条

に掲げる公の政策目的に資するものと認められること。 
イ 都市再生特別措置法に基づき設置された都市再生本部が決定した都市再生プ

ロジェクト等の国家的プロジェクトとして実施される事業 
ロ 社会経済情勢の変化に対応した都市構造への転換に資するものとして、大規模

工場跡地等の低未利用地の土地利用転換による都市機能の高度化や既成市街地

における生活、交流、経済拠点の形成を図る事業 
ハ 中心市街地活性化等の地域活性化に資するものとして、地方都市等の中心市街

地における賑わい創出やまちなか居住の推進等を図る事業 
ニ 防災性向上や環境改善による国民が安全で安心して暮らせるまちづくりに資

するものとして、防災対策の推進や良好な住宅市街地の形成が必要な区域にお

いて、防災上危険な建築物の建替促進による耐震・不燃化の促進や避難場所・

避難路等の市街地環境の整備改善を図る事業 
ホ その他前各号の事業と同等に公の政策目的に資するものと認められる事業 

二 都市再生事業が、次に掲げる事項のいずれかに該当することにより、民間のみで

は実施困難な要因を有していると認められること。 
イ 権利者数が多く権利調整に時間を要すること、他の周辺整備事業や都市計画と

の調整が必要であること等により、事業期間長期化のおそれがある等、民間事業

者のみで負うには事業に内在するリスクが高いと見込まれること。 
ロ 事業区域が大きく、基盤整備等に伴う初期投資額が多額であること等から、懐

妊期間が長い事業である、又は期待される収益が事業費用に比して低位である等

により、民間事業者のみでは適正な収益が得られないと見込まれること。 

ハ 属性の異なる権利者の存在、過去の再開発計画の頓挫等により、関係者の合意

形成が困難である等、中立性や公平性が求められること。 
ニ 地区に早期に解決すべき重要な課題があること等により、地方公共団体等の政

策に沿ったまちづくりへの民間誘導が強く必要とされること、主要な地権者等に

公的機関による事業実施の強い意向があること等、公的機関としての公共性を求

められること。 
ホ 事業スケジュールに影響を与える可能性のある大規模又は複雑な公共施設の

 



 

整備が必要であること等により、機構が有する施行権能に基づき事業を行うこと

が合理的であると見込まれること。 
三 地方公共団体が地域のまちづくり等の観点から機構による当該事業の実施が必

要であると判断したことが、機構に対する要請、同意、事業認可等の書面により確

認できること。 
 四 地権者等が民間事業者のみでは実施困難と判断したことが、地権者等又は地権者

等の相当数により構成される団体の要請又は同意に係る書面により確認できるこ

と。 
２ 前項第四号に規定する確認は、都市再生事業が次に掲げるもののいずれかに該当す

る場合には、その確認を要しないものとする。 
 一 機構法第 13 条に規定する国土交通大臣の要求又は機構法第 14 条に規定する関

係地方公共団体からの要請がある場合 
 二 国又は地方公共団体がその所有地の機構への譲渡を妥当であると判断したこと

が客観的に確認できる場合 
 三 政策的意義が高い事業であるにもかかわらず、事業の特性等から前項第四号に規

定する確認が困難な場合において、地方公共団体からの要請等に係る書面（前項第

三号に係る書面を含む。）により、地方公共団体が民間事業者のみでは事業実施が

困難であると判断したことが客観的に確認できる場合 
 
（事業の採算性） 

第２条 基準第３条第３号に掲げる事項に係る基準第５条に規定する検証は、次の各号

に掲げるものを確認することにより行うものとする。 
 一 事業実施に伴う想定キャッシュフローの事業実施又は事業参加の決定時点にお

ける正味現在価値 
 二 事業実施又は事業参加の決定時点における事業収支（土地等の譲渡を伴う事業に

限る。） 
 
（適切な民間誘導） 

第３条 基準第３条第４号に掲げる事項に係る基準第５条に規定する検証は、基盤整備

後の民間事業者の事業参画機会の創出に係る計画内容を確認することにより行うも

のとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合については、その確認を要しない

ものとする。 
一 民間事業者による事業に機構が参加する場合 
二 機構法等の規定に基づき国又は地方公共団体等に土地等を譲渡等することが予

定される場合 
 

 



 

 
附則 
（施行期日） 

第１条 この細則は、平成 20 年３月 28 日から施行するものとする。 
（都市再生の緊急支援） 

第２条 平成23年度末までの間に限り、国又は地方公共団体によるまちづくりに関す 
る計画に位置付けられ、かつ、民間事業者による事業実施が停滞している地区

については、第１条第１項第２号にいう民間のみでは実施困難な要因を有して

いる場合に該当するものとして扱い、機構が当該事業の土地等を取得し、集約

化や公共施設整備等を行った上で、民間事業者に敷地を供給する。 
附則 
この細則は、平成21年６月24日から施行するものとする。 

 
 

 



事業実施基準の検証結果とそれに対する委員会の評価 

地 区 名 晴海三丁目東地区 

 所 在 東京都中央区晴海三丁目１０番 

 事 業 手 法 土地有効利用事業 

 地 区 面 積 15,500 ㎡ 

 採 択 年 度 平成 20 年度 

位 置

・ 交 通 条 件
都営大江戸線 勝どき駅から徒歩 12 分 

従 前 の 状 況

【用 途 地 域 等】 

【権 利 者 数】 

【既存家屋数等】 

【土地利用状況】 

商業地域（500/80） 防火地域 

１名 

事務所等ビル 1 棟 

自動車ディーラー 修理工場 事務所 

事 業 の

経 緯

平成 19 年 11 月

 

平成 20 年 9 月 

平成 21 年 1 月 

平成 21 年 3 月 

〃 

 

〃 

晴海三丁目東地区 地権者勉強会について地

元説明（区） 

晴海三丁目東地区 地権者勉強会開始 

地権者から土地取得について検討依頼 

地権者から土地取得等の要請 

区及び三丁目東地区地権者から土地取得と事

業協力に関する要請 

土地売買契約締結、一時使用賃貸借契約締結

地 
 

 
 

区 
 

 
 

の 
 

 
 

概 
 

 
 

要 

そ の 他

土地有効利用事業により土地を取得し、隣接街区と一体利用を目

指した再開発事業等のコーディネートを実施。 

原則、再開発事業の権利変換手続きにより都市再開発法第 91 条補

償金を受けて転出。 

計  画  諸  元

 

 

○事業計画概要 

隣接街区と一体共同化を図る複合市街地の形成（市街地再開発事業

をイメージ） 

 

整備計画面積 15,500 ㎡ 

宅地 約 8,200 ㎡  

公共用地 

（道路・緑地） 

約 7,300 ㎡ 

建物想定用途  業務・商業  
 

【 別 紙 ２ 】 



政策的意義  

基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当。 

 

・当地区は都市再生緊急整備地域「東京臨海地域」内に位置すると

ともに、中央区等が定めた豊洲・晴海開発整備計画等において、丁

目単位での大規模開発を基本としてまちづくりを目指すこととされて

いる。 

・東京都が定めた環境軸推進計画書において「環２・晴海通り地区」

として二つの大通りを中心とした環境軸を形成すること等が提唱され

ている。また東京都は現在オリンピックの招致活動を展開中であり、

それが実現した際には、メインスタジアムの門前町としての役割も期

待される。 

・本事業は、上記のような政策課題等を踏まえ、大規模開発地が連

坦するエリアにおいて、大街区での共同化とともに緑豊かで良好な

都市景観を有する複合市街地の形成を図る。 

適

合

民 間 の み で

は 実 施 困 難

な要因 

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）に該当。 

 

・晴海地区については、地権者が「晴海をよくする会」を組織して自

らの手で具体的なまちづくりを検討するとともに、区の支援を受けて

これを実現してきた経緯がある。当地区についても「晴海をよくする

会」の会長を務める地権者などが再開発の検討を進めてきている。 

区は、大規模開発地と周辺環境の調和のとれたまちづくり及び豊

洲・晴海開発整備計画や晴海まちづくりの考え方等の行政計画の着

実な推進を図るため、公的機関としての機構の事業参画を要望。ま

た、地権者も、その推進による良好なまちづくりの実現のため、中立

的かつ公平な公的機関としての機構の事業参画を強く要望。 

※対象地は、所有者が自らの事業化を断念するとともに再開発事

業に協調できる民間事業者の探索が困難と判断したため、機構に持

ち込みされたもの。 

適

合

地 方 公 共 団

体の意向 

中央区からは、対象地を取得した上で対象地と周辺の街区を含む

エリアにおけるまちづくりの推進を要請されている。 

適

合

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地 権 者 等 の

意向 

対象地の売主及び隣接街区の地権者からは、中立的かつ公平な

公的機関として、対象地を取得の上、街区の一体化を目指した再開

発への参画を要請されている。 

適

合

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支は、ともに適正に確保されている。 

適

合

 
 

 
 

 
 

 
 

 

事 
 

業 
 

実 
 

施 
 

基 
 

準 
 

の 
 

適 
 

合 
 

状 
 

況 

適切な民間誘導 
再開発事業の実施段階においては、保留床を公募により民間事業

者に譲渡していく予定。 

適

合

検証結果 

 

適合 ・ 不適合 （いずれかに○） 

 

 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。将来の市

場動向等のリスクにも十分に配慮して、今後の執行管理を行うべき。



晴海三丁目東地区〔土地有効利用事業〕 

位 置 図 

区 域 図 

晴海三丁目東地区 

晴海三丁目東地区

取得土地 



平成21年 ６月

独立行政法人都市再生機構

晴 海 三 丁 目 東 地 区

都市再生事業実施基準
検証結果















経緯

平成12年 4月

平成18年 1月

平成19年11月

平成20年 9月

平成21年 1月

平成21年 3月

地権者で、晴海三丁目全体 のまちづくりを検討

晴海三丁目西地区 地区採択

晴海三丁目西地区 事業認可

晴海三丁目東地区 地権者勉強会について地元説明（区）

晴海三丁目東地区 地権者勉強会開始

地権者から土地取得について検討依頼

地権者から土地取得等の要請

区及び三丁目東地区地権者から土地取得と事業協力に関する
要請

土地売買契約締結、一時使用賃貸借契約締結





関係者の状況等

中央区 • 大街区での一体的な開発に対して積極的に協力するスタンス
であり、当地区の地権者のまちづくりの動きに合わせ地権者勉
強会に参加している。

• 機構が当該地を取得の上、参画し、事業化に向けた推進役を
担うことを期待している。

隣接街区地権者 • 一体的なまちづくりを目指し、地権者勉強会を行っている。

• 機構が当該地を取得の上、参画し、事業化に向けた推進役を
担うことを期待している。





事業実施基準との適合

○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①

政策的意
義

【都市構造の転換・土地利用転換等による拠点形成に該当
（基準細則第１条第１項第１号ロ）】

・当地区は都市再生緊急整備地域「東京臨海地域」内に位置
するとともに、中央区等が定めた豊洲・晴海開発整備計画等
において、丁目単位での大規模開発を基本としてまちづくりを
目指すこととされている。

・東京都が定めた環境軸推進計画書において「環２・晴海通り
地区」として二つの大通りを中心とした環境軸を形成すること
等が提唱されている。また東京都は現在オリンピックの招致活
動を展開中であり、それが実現した際には、メインスタジアム
の門前町としての役割も期待される。

・本事業は、上記のような政策課題等を踏まえ、大規模開発地
が連坦するエリアにおいて、大街区での共同化とともに緑豊か
で良好な都市景観を有する複合市街地の形成を図る事業。

適合



事業実施基準との適合

○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②

民間のみ
では実施
困難な要
因

【公的機関としての公共性が求められているに該当（基準細則
第１条第１項第２号ニ）】

・晴海地区については、地権者が「晴海をよくする会」を組織し
て自らの手で具体的なまちづくりを検討するとともに、区の支
援を受けてこれを実現してきた経緯がある。当地区についても
「晴海をよくする会」の会長を務める地権者などが再開発の検
討を進めてきている。

・区は、大規模開発地と周辺環境の調和のとれたまちづくり及
び豊洲・晴海開発整備計画や晴海まちづくりの考え方等の行
政計画の着実な推進を図るため、公的機関としての機構の事
業参画を要望。また、地権者も、その推進による良好なまちづ
くりの実現のため、中立的かつ公平な公的機関としての機構
の事業参画を強く要望。

※対象地は、所有者が自らの事業化を断念するとともに再開
発事業に協調できる民間事業者の探索が困難と判断したため、
機構に持ち込みされたもの。

適合



事業実施基準との適合

○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因③

地方公共
団体の意
向

中央区からは、対象地を取得した上で対象地と周辺の街区を
含むエリアにおけるまちづくりの推進を要請されている

＜要請文を中央区から受領＞

適合

地権者の
意向

対象地の売主及び隣接街区の地権者からは、中立的かつ公
平な公的機関として、対象地を取得の上、街区の一体化を目
指した再開発への参画を要請されている。

＜要請文を売主及び隣接街区地権者から受領＞

適合



事業実施基準との適合

事業の
採算性

・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業
収支は、ともに適正に確保

○事業の採算性及び適切な民間誘導

されている。

・キャッシュフロー（利払い前） （百万円）

・機構版NPV  百万円

・事業収支 百万円

適合

適切な
民間誘
導

再開発事業の実施段階においては、保留床を公募により民間事
業者に譲渡していく予定。

適合

検証結
果 適 合

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 合計

支出

収入 公 表 対 象 外

公表対象外

公表対象外



 

地 区 名 西小山駅前地区（目黒区原町一丁目) 

 所 在 東京都目黒区原町一丁目 

 事 業 手 法 居住環境整備事業等 

 地 区 面 積 約 3,400 ㎡（うち、今回取得対象面積 1,628 ㎡） 

 採 択 年 度 平成 20 年度 

位 置

・ 交 通 条 件
東急目黒線「西小山駅」徒歩１分 

従 前 の 状 況

 

【用 途 地 域 等】

【権 利 者 数】 

【土地利用状況】 

 

商業地域(400/80)、近隣商業地域(300/80) 

20 人(持ち込み地地権者を含む、内 2 名は共有) 

にこま通り沿い及び駅前東西の通りは商店街を形成、 

地区内側は空店舗等 

事 業 の

経 緯

 

H7.9 

H9.3 

H13.1 

 

H18.7 

H20.10 

H21.3 

H21.5 

 

H21 年度 

 

 

東急目黒線（目黒駅～洗足駅間）連立事業認可 

防災都市づくり推進計画(重点整備地域)の指定【東京都】 

住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）整備計画大臣

承認 

西小山駅地下化 

土地持ち込み 

土地取得契約 

駅前広場（品川区）完成 

まちづくり協議会設立 

補助 46 号線事業認可(予定) 

 

地 
 

 
 

区 
 

 
 

の 
 

 
 

概 
 

 
 

要 

そ の 他  

計  画  諸  元

 

○事業計画概要 

事  項  現行計画  

整備敷地  道路等  合計  

整備面積  
1,267 ㎡ 361 ㎡ 1,628 ㎡ 

整備敷地

用   途  

・まちづくり用地  
・住宅  
・店舗  

 

備    考 

 

今後、区域内地権者の意向を踏まえ、街区全

体での共同化等も検討。 

 



 

政策的 

意 義 

【安全で安心して暮らせるまちづくり、市街地環境の整備改善に該当 

（基準細則第１条第１項第１号ニ）】

○ 防災上危険な密集市街地（重点密集市街地、重点整備地域及び防災

再開発促進地区に指定）において、老朽建築物の建替や共同化により

不燃化・耐震化を促進するとともに、区域の一部を区の要請に基づき、

まちづくり用地等として周辺の密集市街地整備の促進のため活用し

ていくこと等により、災害に強く良好な住環境を有するまちづくりの

実現を図る事業。 

 

【既成市街地における生活拠点の形成に該当 

（基準細則第１条第１項第１号ロ）】

○ 暮らしを支える身近な商業機能の更新や生活支援施設の導入によ

り、西小山駅前における生活拠点の形成を促進。 

適

 

 

合

民間のみで

は実施困難

な要因 

【民間事業者のみで負うには事業に内在するリスクが高いに該当 

（基準細則第１条第１項第２号イ）】

○ 本事業は、防災性向上に優先的に取り組むべき区域において実施す

る事業であり、区が今後策定する地区計画、密集整備事業及び都の補

助 46 号線沿道整備事業等と十分に連携・調整しつつ推進していく必

要がある。それらの調整のため一定期間（５年程度）の土地保有が必

要となる可能性が高く、民間事業者のみで負うには事業に内在するリ

スクが高いと見込まれる。 

 

【地方公共団体の政策に沿ったまちづくりへの民間誘導に該当 

（基準細則第１条第１項第２号ニ）】

○ 区は、密集市街地整備に伴い、今後必要となる従前居住者等への対

応や広場用地等の確保等のため当地区の用地の一部を活用したいと

の意向があり、機構による土地取得と事業実施を強く要望。 

適

 

 

合

地方公共団

体の意向 
○土地取得・事業実施について要請文を目黒区から受領。 

適

合

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地 権 者 等

の意向 
○土地取得について要請文を地権者から受領。 

適

合

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支

はともに適正に確保されている。 

適

合

 
 

 
 

 
 

 
 

 

事

業

実

施

基

準

の

適

合

状

況 

適 切 な 

民間誘導 

整備後の敷地は、民間事業者に供給し、民間事業者が上物を整備。

共同化事業においても、地権者意向を踏まえつつ、民間事業者の参加

を促進。 

適

合

検 証 結 果 

 

適合 ・ 不適合（いずれかに○） 

 

 

 

上記検証結果に対

する事業評価監視

委員会の評価 

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

【密集市街地整備に係る委員会共通意見】 

木造密集市街地等の整備に対しては、より積極的に広域的な取り組みを行うべき。



 

西小山駅前地区(目黒区原町一丁目) 

位 置 図 
 

区 域 図 

 

 

東急目黒線 

西小山駅 

至目黒 



西小山駅前地区

平成21年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成21年6月23日
独立行政法人都市再生機構



位置図

西小山駅前地区

○東急目黒線 西小山駅（目黒駅から３駅 所要約５分）

西小山駅

目黒駅



区域図・現況

西小山駅前地区

西
小

山
駅

は
地

下
化

済

駅
ビ

ル
(3

F)

○取得面積 約1,628㎡
○西小山駅は平成18年7月に地下化、品川区側では、駅前広場が完成

目黒区

品川区

品川区



経緯

西小山駅前地区

平成 7年 9月 ● 東急目黒線連立事業認可

平成 9年 3月 ● 防災都市づくり推進計画（重点整備地域）の指定【東京都】

平成13年 1月 ● 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）整備計画大臣承認

平成18年 7月 ● 連立事業に伴い、西小山駅地下化

平成20年10月 ● 地権者から土地売却相談

平成21年 3月 ● 機構による土地取得・事業実施についての目黒区からの要請

● 土地取得契約

平成21年 5月 ● 駅前広場（品川区）完成

● まちづくり協議会（目黒区原町一丁目）設立

平成21年度 ● 都市計画道路補助46号線事業計画認可（予定）



市街地整備の状況

西小山駅前地区

小学校
(一次避難地)

都市計画道路補助46号線
[補助30号線以東]

(東京都/平21年度着手予定)

都市計画道路補助30号線
駅前広場

(品川区/平21年5月完了)

まちづくり協議会設置
(平21.5)

住宅市街地総合整備事業
（目黒本町六丁目・原町地区）

至 目黒駅

至 田園調布駅

都市計画道路補助30号線
(目黒区/事業中)

都市計画道路補助46号線
[補助30号線以西]

西小山駅

補
助
4
6
号
線

補
助
46

号
線

補
助
30
号
線

に
こ
ま
商
店
街

東
急
目
黒
線

（連
立
事
業

地
下
化
済
）

立会川緑道

○駅前エリアは、 ・国の重点密集、都の重点整備地域の区域内
・住市総（密集）整備計画の区域内
・地域危険度調査（平20都）総合危険度ランク32番目（都内5,099町丁目）

＜国、都の重点整備区域＞



一次
避難地

取得地

一次
避難地

取得地

○防災上危険な密集市街地の整備改善

⇒不燃化・耐震化の促進
：老朽建築物の建替えや
共同建替えコーディネートの実施

⇒細街路等の解消・ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの整備
：道路・広場等の公共施設整備

○駅前生活拠点の形成

⇒生活利便性の向上
：暮らしを支える店舗等の導入

○防災上危険な密集市街地の整備改善

⇒不燃化・耐震化の促進
：老朽建築物の建替えや
共同建替えコーディネートの実施

⇒細街路等の解消・ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの整備
：道路・広場等の公共施設整備

○駅前生活拠点の形成

⇒生活利便性の向上
：暮らしを支える店舗等の導入

整備イメージ

西小山駅前地区

A敷地
B敷地

C敷地

A敷地
B敷地

C敷地

店舗住宅併用ゾーン

○民間事業者による店
舗等の導入を誘導 区画道路の

拡幅整備

まちづくり用地
等ゾーン

○防災上危険な密集市街地の整備改善

⇒住宅市街地総合整備事業等の推進
：まちづくり用地の整備・活用
：共同建替え支援・沿道市街地整備支援等

○防災上危険な密集市街地の整備改善

⇒住宅市街地総合整備事業等の推進
：まちづくり用地の整備・活用
：共同建替え支援・沿道市街地整備支援等

駅前店舗ゾーン

○隣接地権利者との共
同建替えにより駅前
拠点整備を目指す



事業実施基準との適合
○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①

適合【安全で安心して暮らせるまちづくり、市街地環境の整備改善に該当

（基準細則第１条第１項第１号ニ）】

○防災上危険な密集市街地（重点密集市街地、重点整備地域及び防災
再開発促進地区に指定）において、老朽建築物の建替や共同化により
不燃化・耐震化を促進。併せて、区域の一部を区の要請に基づき、まち
づくり用地等として周辺の密集市街地整備の促進のため活用していくこ
と等により、災害に強く良好な住環境を有するまちづくりの実現を図る事
業。

【既成市街地における生活拠点の形成に該当

（基準細則第１条第１項第１号ロ）】

○暮らしを支える身近な商業機能の更新等により、西小山駅前における
生活拠点の形成を促進。

政策的意義

西小山駅前地区



事業実施基準との適合
○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②

適合○土地取得・事業実施について要請文を目黒区から受領。地方公共団体
の意向

適合○土地取得について要請文を地権者から受領。地権者等
の意向

適合【民間事業者のみで負うには事業に内在するリスクが高いに該当
（基準細則第１条第１項第２号イ）】

○本事業は、防災性向上に優先的に取り組むべき区域において実施する
事業であり、区が今後策定する地区計画、密集整備事業及び都の補助
46号線沿道整備事業等と十分に連携・調整しつつ推進していく必要があ
る。それらの調整のため一定期間（５年程度）の土地保有が必要となる
可能性が高く、民間事業者のみで負うには事業に内在するリスクが高い
と見込まれる。

【地方公共団体の政策に沿ったまちづくりへの民間誘導に該当
（基準細則第１条第１項第２号ニ）】

○区は、密集市街地整備に伴い、今後必要となる従前居住者等への対応
や広場用地等の確保等のため当地区の用地の一部を活用したいとの
意向があり、機構による土地取得と事業実施を強く要望。

民間のみでは
実施困難な

要因

西小山駅前地区



事業実施基準との適合
○事業の採算性及び適切な民間誘導

適合○整備後の敷地は、民間事業者に供給し、民間事業者が上物を整備。共
同化事業においても、地権者意向を踏まえつつ、民間事業者の参加を
促進。

適切な
民間誘導

適合○事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支は
ともに適正に確保されている。

□キャッシュフロー（利払い前）

□機構版ＮＰＶ 百万円
□事業収支（敷地譲渡） 百万円

事業の採算性

西小山駅前地区

適合検証結果

合計平22～25年度平20～平21年度

収入

支出

（百万円）

公表対象外

公表対象外

公表対象外



 

 

地 区 名 根岸三丁目地区 

 所 在 東京都台東区根岸三丁目 

 事 業 手 法 要請型従前居住者用賃貸住宅整備事業、土地区画整理事業 

 地 区 面 積 約０．３ｈａ 

 採 択 年 度  

位 置

・ 交 通 条 件
・ＪＲ山手線「鶯谷」駅徒歩６分 

従 前 の 状 況

【用 途地域等】

【権 利 者 数】

 

 

【土地利用状況】

第一種住居地域（300/60） 

権利者総数：１名（台東区） 

※道路整備に係る権利者３２名（台東区、個人地権者

３名、借家人２８名） 

宅地：約 0.3ha 

事 業 の

経 緯

平成 14 年度 

 

平成 18 年 4 月 

平成 19 年 4 月 

平成 19 年 10 月

平成 21 年 3 月 

平成 21 年 4 月 

住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備

型）整備計画大臣承認 

防災広場「根岸の里」整備（台東区） 

台東区から道路整備の推進に向けた協力要請 

台東区と｢まちづくりに関する協定書｣締結 

要請型従前居住者用賃貸住宅整備事業大臣認可 

台東区と事業基本協定締結 

地 
 

区 
 

の 
 

概 
 

要 

そ の 他  

計  画  諸  元

 

○事業計画概要 

  防災区画道路の整備に伴い、計画線上の賃貸住宅の居住

者（従前居住者）は転出が必要となることから、その受け

皿となる賃貸住宅を整備。また防災区画道路の整備につい

ても、区からの受託に基づき土地区画整理事業により実施。

 
・要請型従前居住者用賃貸住宅整備事業 

事  項 現行計画 

建築敷地面積   766.73 ㎡ 

建蔽率／容積率 60％/300％ 

用途 賃貸住宅 

公共施設  ― 

計画戸数 ３４戸 

 

・土地区画整理事業（受託）の土地利用計画 

 従前 従後 

公共用地 425 ㎡ 690 ㎡ 

宅地 2,510 ㎡ 2,245 ㎡ 

  



 

政 策 的 

意   義 

【安全で安心して暮らせるまちづくり、市街地環境の整備改善に該当

（基準細則第１条第１項第１号ニ）】

・ 防災上危険な密集市街地（H16.４、防災再開発促進地区）にお

いて、従前居住者の受皿住宅を整備することで、区における優先

度の高い防災区画道路の整備等（行き止まりの解消・拡幅による

安全な避難路の確保と沿道の老朽建物の除却・不燃化による防災

性向上）を推進。 

適

合

民間のみで

は実施困難

な要因 

【期待される収益が事業費用に対して低位、民間事業者のみでは適正

な収益が得られないに該当  （基準細則第１条第１項第２号ロ）】

 ・ 本事業は、防災区画道路の整備及びそれに伴い転出を余儀なく

される従前居住者（高齢者主体）向けの低廉な賃貸住宅を整備・

供給する事業であることから、期待される収益が事業費用に対し

て低位であり、民間事業者の期待する適正な収益が得られない。

【公的機関としての公共性を求められるに該当 

（基準細則第１条第１項第２号ニ）】

・ また台東区は、低廉な従前居住者用賃貸住宅の整備については、

改正密集法（第３０条の２、H19.9 施行）に伴い公的機関である

機構のみに限定して認められた手法であることから、公的機関と

しての機構の参画を強く要望。 

適

合

地方公共団

体の意向 
・土地取得・事業実施について要請文を台東区から受領。 

適

合

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地 権 者 等

の意向 
・土地取得・事業実施について要請文を台東区から受領。 

適

合

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。 

適

合

適切な民間誘導  民間事業者に譲渡する土地等はない。 －

住宅政策

上の位置

付け等 

・区からは防災区画道路の整備に伴い必要とされている従前居住者向

け賃貸住宅の供給について要請文を受領。 

・住宅マスタープランにおいて「住宅主体の良好な住宅地の形成を目

指す」地区に指定されるとともに、住宅市街地総合整備事業整備計画

において「住み続けられるまちづくり」を行うこととされている。 

適

合

住宅政策

上の意義 

・従前居住者向け賃貸住宅は、高齢者が主体である現在の居住者が当

地区で居住を継続できるよう支援することを目的として整備。（継続

居住のためのセーフティネットとして機能）
 

適

合

賃貸住宅事

業としての

採算性 

・賃貸事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業

収支はともに適正に確保されている。 

適

合

 
 

 
 

 
 

 
 

 

事

業

実

施

基

準

の

適

合

状

況 

例
外
的
に
賃
貸
住
宅
の
新
規
供
給
を
行
う
場
合

民間事業

者の状況 

・機構は、用地費・建設費等の国庫補助を受けて本事業の従前居住者

向け賃貸住宅整備を実施するが、期待収益は低位に止まることから民

間事業者の参画は困難。 

適

合

検証結果 

 

適合 ・ 不適合（いずれかに○） 

 

 

上記検証結果に対

する事業評価監視

委員会の評価 

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

【密集市街地整備に係る委員会共通意見】 

木造密集市街地等の整備に対しては、より積極的に広域的な取り組みを行うべき。



 

 

根岸三丁目地区(台東区) 

位 置 図 

 

区 域 図 

寺院

防災広場

 
 



根岸三丁目地区

平成21年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成21年6月23日
独立行政法人都市再生機構



位置図

根岸三丁目地区

○ＪＲ山手線 鶯谷駅から徒歩約６分

住宅市街地総合整備事業
（根岸三・四・五丁目地区）







経緯

根岸三丁目地区

平成14年度 ● 住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）整備計画の大臣
承認【台東区】

平成18年 4月 ● 防災広場（根岸の里）整備【台東区】

平成19年 3月 ● 密集法改正（公布、9月施行）
＜要請型従前居住者用賃貸住宅を新たに規定＞

平成19年 4月 ● 台東区から住市総区域の道路整備の推進にむけた協力要請

平成19年10月 ● 台東区とまちづくりに関する協定書締結

● 台東区から「Ｂ路線整備方策検討業務」受託

平成21年 3月 ● 要請型従前居住者用賃貸住宅整備事業の大臣認可

平成21年 4月 ● 台東区と事業基本協定締結

平成21年 5月 ● 土地区画整理事業の施行認可







事業実施基準との適合
○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①

政策的意義 【安全で安心して暮らせるまちづくり、市街地環境の整備改善に該当

（基準細則第１条第１項第１号ニ）】

○防災上危険な密集市街地（H16.４、防災再開発促進地区）において、従
前居住者の受皿住宅を整備することで、区における優先度の高い防災
区画道路の整備等（行き止まりの解消・拡幅による安全な避難路の確保
と沿道の老朽建物の除却・不燃化による防災性向上）を推進。

適合

民間のみでは
実施困難な要

因

【期待される収益が事業費用に対して低位、民間事業者のみでは適正な

収益が得られないに該当 （基準細則第１条第１項第２号ロ）】

○本事業は、防災区画道路の整備及びそれに伴い転出を余儀なくされる
従前居住者（高齢者主体）向けの低廉な賃貸住宅を整備・供給する事業
であることから、期待される収益が事業費用に対して低位であり、民間
事業者の期待する適正な収益が得られない。

【公的機関としての公共性を求められるに該当

（基準細則第１条第１項第２号ニ）】

○また台東区は、低廉な従前居住者用賃貸住宅の整備については、改正
密集法（第３０条の２、H19.9施行）に伴い公的機関である機構のみに限
定して認められた手法であることから、公的機関としての機構の参画を
強く要望。

適合

根岸三丁目地区



事業実施基準との適合
○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②

地方公共団体
の意向

○土地取得・事業実施について要請文を台東区から受領。 適合

地権者等の意
向

○土地取得・事業実施について要請文を台東区から受領。

○事業実施について合意

適合

事業の採算性 ○事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支は
ともに適正に確保されている。

□キャッシュフロー（利払い前）

□機構版ＮＰＶ

□事業収支（賃貸系事業） 百万円

適合

適切な民間誘
導

○民間事業者に譲渡する土地等はない。 -

根岸三丁目地区

(百万円)

20年度 21年度 22年度 23年度～ 合計

支出

収入
公 表 対 象 外

公表対象外

公表対象外



住宅政策上の
位置付け等

○防災区画道路の整備に伴い必要とされている従前居住者向け賃貸住
宅の供給を行うものであり、台東区からは要請文を受領。

○住宅マスタープランにおいて「住宅主体の良好な住宅地の形成を目指
す」地区に指定されるとともに、住宅市街地総合整備事業整備計画にお
いて「すみ続けられるまちづくり」を行うこととされている。

適合

住宅政策上の
意義

○従前居住者向け賃貸住宅は、高齢者が主体である現在の居住者が当
地区で居住を継続できるよう支援することを目的として整備。（継続居住
のためのセーフティネットとして機能）

適合

賃貸住宅事業
としての採算

性

○賃貸事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収
支はともに適正に確保されている。

適合

民間事業者の
状況

○機構は、用地費・建設費等の国庫補助を受けて本事業の従前居住者向
け賃貸住宅整備を実施するが、期待収益は低位に止まることから民間
事業者の参画は困難。

適合

検証結果 適合

事業実施基準との適合
○例外的に賃貸住宅の新規供給を行う場合

根岸三丁目地区


	7@.pdf
	根岸三丁目地区
	位置図
	経緯
	事業実施基準との適合�○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①
	事業実施基準との適合�○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②
	事業実施基準との適合�○例外的に賃貸住宅の新規供給を行う場合




